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  規   則   

規 則 第  １  号   

平成２７年 １ 月２７日   

 

 熊本市営住宅条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

 

                       熊本市長  大 西 一 史 

 

熊本市営住宅条例施行規則の一部を改正する規則 

 

 熊本市営住宅条例施行規則（平成１０年規則第２４号）の一部を次のように改正す

る。 

 

 別表第１(2)北区の表楠の部中１Ｃ－１の項から１Ｃ－５の項までを削り、同部に次

のように加える。 

21 棟 熊本市北区楠 2 丁目 7 番 13 号 耐火 5 階 1 80 25 平 27 年 2 月 1 日 

 別表第１(2)北区の表四方寄の部４棟の項を削り、同表山本の部を削る。 

 

   附 則 

 この規則は、平成２７年２月１日から施行する。ただし、別表第１(2)北区の表楠の

部の改正規定（１Ｃ－１の項から１Ｃ－５の項までを削る部分に限る。）、同表四方

寄の部の改正規定及び同表山本の部の改正規定は、公布の日から施行する。 
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規 則 第  ２  号   

平成２７年 １ 月２７日   

 

 熊本市特定優良賃貸住宅管理条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

 

                       熊本市長  大 西 一 史 

 

熊本市特定優良賃貸住宅管理条例施行規則の一部を改正する規則 

 

 熊本市特定優良賃貸住宅管理条例施行規則（平成６年規則第７１号）の一部を次の

ように改正する。 

 

 別表第１サンビレッジ平成の項を削る。 

別表第２サンビレッジ平成の項を削る。 

 

   附 則 

 この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 
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  告   示   

告 示 第 ３ ３ 号   
平成２７年１月１６日   

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の３第１項の障害児通所支援事業者を指定

したので、同法第２１条の５の２４第１項第１号の規定により告示する。 
熊本市長  大 西 一 史   

１ 事業所の名称及び所在地 
ふぁみさぽ ここ 
熊本市中央区八王寺町５２番１号 

２ 事業者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名 
有限会社 千広 

 熊本市東区画図町重富５６７番地７ 廣瀬 修 
３ 指定年月日   

平成２７年１月１６日 
４ 障害児通所支援サービスの種類 

放課後等デイサービス 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ３ ４ 号   
平成２７年１月２０日   

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項の規定による届出がされたので、同法第７

８条及び同法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１３１条の２の規定により、次のとおり告

示する。 
熊本市長  大 西 一 史   

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
告 示 第 ３ ５ 号   
平成２７年１月２０日   

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項の規定による届出がされたので、同法第７

８条及び同法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１３１条の２の規定により、次のとおり告

示する。 
熊本市長  大 西 一 史   

 
 

介護保険事業所

番号 

事業所の名称及び所在地 申請者及び主たる事務所の所在地並

びに代表者の氏名 

廃止年月日 サービスの種類

４３６０１９０

５４２ 

九州記念病院訪問看護ステーシ

ョン 

熊本市中央区水前寺公園３番３

８号  

医療法人社団岡山会 

熊本市中央区水前寺公園３番３８号 

理事長 岡山 洋二 

平成２６年 

１２月３１日 

居宅療養管理指

導 

介護予防居宅療

養管理指導 

介護保険事業所

番号 

事業所の名称及び所在地 申請者及び主たる事務所の所在地並

びに代表者の氏名 

廃止年月日 サービスの種類 

４３７０１０５

４９８ 

有限会社後藤住設 

熊本市南区川尻一丁目３－２４ 

有限会社後藤住設 

熊本市南区川尻一丁目３－２４ 

代表取締役 後藤 乾二 

平成２６年 

４月３０日 

特定福祉用具販

売 

特定介護予防福

祉用具販売 
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告 示 第 ３ ６ 号   
平成２７年１月２０日   

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項の規定による届出がされたので、同法第７

８条及び同法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１３１条の２の規定により、次のとおり告

示する。 
熊本市長  大 西 一 史   

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
告 示 第 ３ ７ 号   
平成２７年１月２０日   

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項の規定による届出がされたので、同法第７

８条及び同法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１３１条の２の規定により、次のとおり告

示する。 
熊本市長  大 西 一 史   

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
告 示 第 ３ ９ 号   
平成２７年１月２１日   

  熊本市自転車の安全利用及び駐車対策等に関する条例（昭和６０年条例第３１号）第１２条、第１

３条第２項及び第１６条第１項の規定に基づいて移動・保管した自転車を、同条例第１４条第２項及

び第１６条第２項並びに同条例施行規則（昭和６１年規則第７号）第１８条の規定に基づき売却等を

行うので、同条例施行規則第１７条に基づき次のとおり告示する。 
熊本市長   大 西 一 史   

１ 売却又は廃棄の対象となる自転車の種別、形式、色その他自転車等を特定する事項（登載省略） 
２ 売却又は廃棄の年月日 

平成２７年１月２１日 
３ 売却又は廃棄の台数 

自転車 １５０台 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ ０ 号   
平成２７年１月２１日   

 屋外広告物法（昭和２４年法律第１８９号）第８条第２項の規定に基づき保管した広告物又は掲出

物件について、次のとおり告示する。 
                   熊本市長  大 西 一 史   

介護保険事業所

番号 

事業所の名称及び所在地 申請者及び主たる事務所の所在地並び

に代表者の氏名 

廃止年月日 サービスの種

類 

４３６０１９０

３６９ 

訪問看護ステーション はーと 

熊本市北区清水亀井町１６番１

０号  

株式会社アクティブ・ケア 

札幌市東区北三十九条東二丁目３番１

５号 

代表取締役 阿比留 雅子 

平成２６年 

１２月３１日 

居宅療養管理

指導 

介護予防居宅

療養管理指導 

介護保険事業所

番号 

事業所の名称及び所在地 申請者及び主たる事務所の所在地並び

に代表者の氏名 

廃止年月日 サービスの種

類 

４３７０１０９

１６９ 

デイサービスこころ保田窪の杜 

熊本市東区保田窪三丁目２３－

１０３  

ココロの風景株式会社 

熊本市中央区出水二丁目５－７ 

代表取締役 元田 雅之 

平成２６年 

１２月３１日 
通所介護 
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＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
告 示 第 ４ ３ 号   
平成２７年１月２６日   

熊本市自転車の安全利用及び駐車対策等に関する条例（昭和６０年条例第３１号）第１２条、第１

３条第２項及び第１６条第１項の規定に基づき、放置自転車を移動・保管したので、同条例第１４条

第１項及び第１６条第２項の規定により、次のとおり告示する。 
熊本市長  大 西 一 史   

１ 自転車が放置されていた場所、移動・保管した年月日、保管の場所及び期間 
(1) 自転車を移動保管した年月日及び放置されていた場所 
ア 平成２６年１２月２２日 銀座通りエリア、手取エリア、上通りエリア、並木坂エリア 
イ 平成２６年１２月２４日 銀座通りエリア、手取エリア、新市街エリア、西区春日三丁目熊 

本駅前、並木坂エリア 
ウ 平成２６年１２月２５日 健軍ピアクレス、健軍変電所前駐輪場、東区帯山二丁目４、南区

富合町国町４６０、南区富合町小岩瀬２４６ 
エ 平成２６年１２月２６日 銀座通りエリア、手取エリア、上通りエリア、新市街エリア、辛 

島エリア、西区上熊本二丁目１８、西区上熊本三丁目１、並木坂エ 
リア 

撤去日 
名称 

又は種類 
数量 撤去場所 

保管 
開始日 

１２月２５日 はり札等 １ 高橋町 １２月２６日 

１２月２６日 はり札等 １ 健軍 １２月２７日 

１月５日 はり札等 ３ 帯山・画図町重富 １月６日 

１月６日 はり札等 ４ 城南町千町 １月７日 

１月８日 
はり札等 ３ 梶尾町 

１月９日 
立看板等 １ 清水新地 

１月１３日 はり札等 ９ 九品寺・世安町・上南部 １月１４日 

１月１５日 はり札等 １ 富合町杉島 １月１６日 

１月１６日 はり札等 ７ 兎谷・梶尾町 １月１７日 

１月１７日 
はり札等 １７ 近見・刈草・流通団地・本荘

１月１８日 
立看板等 ３３ 野中・城山上代 

１月１９日 はり札等 ９ 打越町 １月２０日 

保管場所  熊本市花畑別館 （熊本市中央区花畑町３－１） 
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オ 平成２７年１月５日 銀座通りエリア、市庁舎南側駐輪場、市庁舎北側駐輪場、手取エリア、

上通りエリア、上通自転車駐輪場、新市街エリア、東区山ノ神一丁目１ 
カ 平成２７年１月６日 銀座通りエリア、手取エリア、新市街エリア、中央区段山本町４、東 

区東町三丁目１３ 
キ 平成２７年１月７日 銀座通りエリア 
ク 平成２７年１月８日 手取エリア、新市街エリア 
ケ 平成２７年１月９日 上通りエリア、新市街エリア 
コ 平成２７年１月１３日  手取エリア、新市街エリア、辛島エリア、水道町エリア、並木坂エ 

リア 
サ 平成２７年１月１４日 手取エリア、新市街エリア、水道町エリア 
シ 平成２７年１月１６日 武蔵塚駅周辺、北区武蔵ケ丘六丁目武蔵塚駅前駐輪場、北区龍田町 

弓削６７１光の森駐輪場 
ス 平成２７年１月１９日 銀座通りエリア、手取エリア、上通りエリア、新市街エリア、辛島 

エリア、西区上熊本二丁目１８、西区上熊本三丁目１ 
セ 平成２７年１月２０日 手取エリア、新市街エリア、水道町エリア  

(2) 保管の場所 平成自転車保管所 
(3)  保管の期間 平成２７年４月２６日まで 

２ 移動・保管台数 
  自転車 １５６台 
３ 返還事務を行う曜日・時間 
  月曜日から土曜日まで 
  午前１０時から午後４時３０分まで 
  日曜日、祝祭日及び１２月２９日から翌年１月３日までは返還事務を行わない。 
４ 返還を受けるための必要事項 

自転車の返還を受けようとするときは、その住所及び氏名を証する書類、印鑑、自転車の鍵、返

還通知書等当該自転車等の利用者又は所有者であることを証する書類及び移動保管料を市長に提示

等しなければならない。 
５ 連絡先（返還事務を行う場所） 
  平成自転車保管所（電話 ０９６－３６４－３９１０） 
  熊本市中央区平成二丁目２３５番（平成跨線橋下） 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ４ ５ 号   
平成２７年１月２８日   

市税督促状の送達を受けるべき者の住所又は居所が不明のため、当該書類を送達することができな

いので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及び熊本市税条例（昭和２５年告示第

８９号）第１３条の規定に基づき告示する。 
なお、督促状は熊本市財政局納税課で保管し、送達を受けるべき者の申し出により交付する。 

熊本市長  大 西 一 史   
１ 督促状送達の効力の発生日 

この掲示を始めた日から起算して７日を経過した日 
２ 督促状の送達を受けるべき者の住所及び氏名（登載省略） 

(1) 市県民税（普通徴収）      １６件 
(2) 固定資産税            ２件 
(3) 軽自動車税            １件                 
(4) 市県民税（特別徴収）      １８件 
(5) 法人市民税            １件 
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 告 示 第 ４ ７ 号   

平成２７年１月３０日   

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の指定及び同法第５３条第１項本文の

指定をしたので、同法第７８条及び同法施行規則（平成１１年厚生省令）第１３１条の２並びに同法

第１１５条の１０及び同法施行規則第１４０条の２３の規定により告示する。 

熊本市長  大 西 一 史   

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 告 示 第 ４ ８ 号   

平成２７年１月３０日   

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の指定及び同法第５３条第１項本文の

指定をしたので、同法第７８条及び同法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１３１条の２並

びに同法第１１５条の１０及び同法施行規則第１４０条の２３の規定により告示する。 

熊本市長  大 西 一 史   

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告  示  第 ４ ９ 号   

平成２７年１月３０日   

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項、中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）第１４条第４項の規定により、

介護扶助及び介護支援給付のための介護を担当する機関を指定したので、同法第５５号の２第１号の

規定により告示する。 

熊本市長  大 西 一 史   

介護機関名称・所在地・開設者氏名 事業の種類 指定年月日 

有限会社峰正商事 三恵薬局 新地店 居宅療養管理指導・介

護予防居宅療養管理指

導 

平成２７年１月９日 熊本市北区清水新地七丁目９-２３ 

有限会社 峰正商事 代表取締役 坂本 一馬 

介護保険事業所

番号 

事業所の名称及び所在地 申請者及び主たる事務所の所在地並びに代

表者の氏名 

指定年月日 サービスの

種類 

４３７０１１０

９０２ 

ヘルパーステーションななみ 

熊本市南区富合町杉島１１２７ 

株式会社ひまわり 

熊本市南区島町三丁目８番２０－１０２号 

代表取締役 近藤 大地 

平成２７年

２月１日 
訪問介護 

４３７０１１０

９０２ 

ヘルパーステーションななみ 

熊本市南区富合町杉島１１２７ 

株式会社ひまわり 

熊本市南区島町三丁目８番２０－１０２号 

代表取締役 近藤 大地 

平成２７年

２月１日 

介護予防訪

問介護 

介護保険事業所

番号 

事業所の名称及び所在地 申請者及び主たる事務所の所在地並び

に代表者の氏名 

指定年月日 サービスの

種類 

４３７０１１０

９１０ 

KOBケアサービス 

熊本市東区若葉六丁目１１番８号 

合同会社KOB 

熊本市東区若葉五丁目１０番１６号 

代表社員 大坂 良司 

平成２７年

２月１日 
訪問介護 

４３７０１１０

９１０ 

KOBケアサービス 

熊本市東区若葉六丁目１１番８号 

合同会社KOB 

熊本市東区若葉五丁目１０番１６号 

代表社員 大坂 良司 

平成２７年

２月１日 

介護予防訪

問介護 
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有限会社峰正商事 三恵薬局 田迎店 
介護予防居宅療養管理

指導 
平成２７年１月９日 熊本市南区馬渡二丁目１２-２６ 

有限会社 峰正商事 代表取締役 坂本 一馬 

有限会社峰正商事 三恵薬局 浜線店 
介護予防居宅療養管理

指導 
平成２７年１月９日 熊本市南区田迎町田井島２２３-３ 

有限会社 峰正商事 代表取締役 坂本 一馬 

はっぴぃはうす 小規模多機能居宅介

護・介護予防小規模多

機能型居宅介護 

平成２６年１１月１日 熊本市東区三郎一丁目１１番１１号 

株式会社 ケアベース 代表取締役 濵田 文子

はっぴぃはうす参番館 小規模多機能居宅介

護・介護予防小規模多

機能型居宅介護 

平成２６年１１月１日 熊本市中央区三郎一丁目１番８０号 

株式会社 ケアベース 代表取締役 濵田 文子

はっぴぃはうす六番館 小規模多機能居宅介

護・介護予防小規模多

機能型居宅介護 

平成２６年１１月１日 熊本市東区健軍三丁目４８番１５号 

株式会社 ケアベース 代表取締役 濵田 文子

ケアサポートゆり 
訪問介護・介護予防訪

問介護 
平成２７年１月１日 熊本市北区釜尾町９６５番地１ 

株式会社 ハナダ 代表取締役 花田 一郎 

訪問看護ステーション奏 

訪問看護・介護予防訪

問看護 
平成２７年１月１日 

熊本市南区近見一丁目３番１号池永ビル５０４号

合同会社 訪問看護ステーション奏 

代表社員 松永 忍 

訪問看護ステーションふきのとう 

訪問看護・介護予防訪

問看護 
平成２６年１２月２６日

熊本市東区下南部二丁目１５－１１ 

有限会社 リビング・ウィル・サポート 

代表取締役 坂田 和也 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ５ ０ 号   

平成２７年１月３０日   

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第４項の規定により次の指定介護機関から

変更の届出があったので、同法第５５条の２第２号の規定により告示する。 

熊本市長  大 西 一 史   

介護機関名称・所在地・開設者氏名 変更年月日 変更事由 

有限会社峰正商事 三恵薬局 田迎店 

平成２６年１２月１６日 その他変更 熊本市南区馬渡二丁目１２－２６ 

有限会社 峰正商事 代表取締役 坂本 一馬 

有限会社峰正商事 三恵薬局 浜線店 

平成２６年１２月１６日 その他変更 熊本市南区田迎町田井島２２３－３ 

有限会社 峰正商事 代表取締役 坂本 一馬 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ５ １ 号   

平成２７年１月３０日   

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第４項の規定により次の指定介護機関から

廃止の届出があったので、同法第５５条の２第２号の規定により告示する。 

熊本市長  大 西 一 史   
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＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

告 示 第 ５ ２ 号   

平成２７年１月３０日   

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第４

６条第２項の規定に基づき、就労移行支援を行う事業者の指定を廃止するので、同法第５１条第２号

の規定により告示する。 

熊本市長  大 西 一 史   

１ 廃止した事業所の名称及び所在地 

  多機能型事業所 アグリワークス 

  熊本市西区上高橋二丁目８番１６号 

２ 廃止した事業者の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名 

  特定非営利活動法人 アグリワークス  

  熊本市西区上高橋二丁目７番１号 

理事長 田尻 将博 

３ 廃止した事業の種類 

  就労移行支援 

４ 廃止年月日  

平成２７年２月１６日 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  公   告   

公 告 第 ３ ９ 号   
平成２７年１月１６日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 
  熊本市長  大 西 一 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 
  熊本市北区清水東町６６５番の一部  

  ２，４９２．８９平方メートル 
２ 許可を受けた者の住所及び氏名 
  熊本市中央区水前寺公園７番４３号 
  株式会社 奥羽興産 
   代表取締役 奥羽 徹也 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ４ ９ 号   
平成２７年１月１９日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 
熊本市長  大 西 一 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 
熊本市南区城南町舞原字西３３０番３、３３０番８、３３０番９、３３０番１０、３３０番１１、

介護機関名称・所在地・開設者氏名 廃止年月日 

なの花薬局シャワー通り店 

平成２６年１１月３０日 熊本市中央区下通二丁目５番１９号 

株式会社 トータル・メディカルサービス 代表取締役 錦戸 裕幸
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３３０番１２、３３０番１３、３３０番１４、３３０番１５ 
  ２，０６４．６９平方メートル 
２ 許可を受けた者の住所及び氏名 
  熊本市東区下江津三丁目６番５号 

株式会社 ロギ 
代表取締役 土黒 誠 

熊本県上益城郡益城町大字馬水８８６番地 
株式会社 沢工匠 
代表取締役 髙沢 則行 

熊本市東区新外三丁目 
  氏名 登載省略 

熊本県菊池郡菊陽町大字津久礼 
  氏名 登載省略 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ５ ０ 号   
平成２７年１月１９日   

農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年法律第５８号）第１２条第１項の規定により平成２

７年１月７日付け熊本市公告第９号で公告した農業振興地域整備計画を同法第１３条第１項の規定に

より変更するので、同法第１３条第４項において準用する第１１条第１項の規定により公告し、当該

農業振興地域整備計画を変更する理由を添えて、当該農業振興地域整備計画案を次により縦覧に供す

る。 
 同法第１３条第４項の規定において準用する第１１条第２項の規定により、熊本市の住民は、当該

農業振興地域整備計画の案に対し、次により意見を提出することができる。 
 なお、同法第１３条第４項の規定において準用する第１２条第１項の規定により、農業振興地域整

備計画決定の公告に併せ、当該意見の要旨及び処理の結果について公告する。 
 また、同法第１３条第４項において準用する第１１条第３項の規定により、当該農業振興地域整備

計画案のうち農用地利用計画の案に係る農用地区域内にある土地の所有者、その他その土地に関し権

利を有する者は、当該農用地利用計画の案に対して異義があるときは、平成２７年２月１８日の翌日

から起算して、１５日以内に市にこれを申し出ることができる。 
熊本市長  大 西 一 史   

１ 農業振興地域整備計画（案）縦覧期間 
自 平成２７年１月２０日 
至 平成２７年２月１８日 

２ 農業振興地域整備計画（案）縦覧場所 
熊本市農水商工局農業政策課 

  熊本市中央区役所総務企画課 
  熊本市東区役所農業振興課 
  熊本市西区役所農業振興課 
  熊本市南区役所農業振興課 
  熊本市北区役所農業振興課 
３ 意見の提出について 

(1) 意見書の提出先  農業振興地域整備計画の案の縦覧場所 
(2) 意見書の提出方法 文書により提出すること 
(3) 意見書の提出期限 平成２７年３月５日 

４ 異議申出について 
(1) 異議申出の申出先 農業振興地域整備計画の案の縦覧場所 
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(2) 異議申出の方法  文書により提出すること 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ５ ４ 号   
平成２７年１月２１日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 
熊本市長  大 西 一 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 
熊本市東区画図町大字重富字横塘９０２番３、９０３番３、９０４番 

  ３６７．３０平方メートル 
２ 許可を受けた者の住所及び氏名 
  熊本県上益城郡山都町下市 
  氏名 登載省略 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ５ ６ 号   
平成２７年１月２３日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 
熊本市長  大 西 一 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 
熊本市北区植木町広住字出口７６番１ 

  ２６０．７１平方メートル 
２ 許可を受けた者の住所及び氏名 
  熊本市北区植木町広住 
  氏名 登載省略 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ５ ８ 号   
平成２７年１月２３日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 
熊本市長  大 西 一 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 
熊本市北区高平三丁目１１０１番１、１１０１番４、１１０１番６、１１０３番３ 
１，１６３．０２平方メートル 

２ 許可を受けた者の住所及び氏名 
  熊本市中央区平成三丁目１６番２７号 
  株式会社 九建ホーム 
   代表取締役 福嶋 正夫 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ５ ９ 号   
平成２７年１月２３日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 
熊本市長  大 西 一 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 
熊本市東区戸島西四丁目３５５３番５ 
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  ２００．４２平方メートル 
２ 許可を受けた者の住所及び氏名 
  熊本市東区長嶺南六丁目 
  氏名 登載省略 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ６ ０ 号   
平成２７年１月２６日   

 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第１０３条第３項の規定に基づき、熊本市田井島南

土地区画整理組合理事長村田政時から熊本都市計画事業田井島南土地区画整理事業について、換地処

分を完了した旨の届出があったので、同条第４項の規定により公告する。 
熊本市長  大 西 一 史   

換地処分の内容  平成２６年１１月１７日付け熊本市指令（都活）第１４号で認可した換地計画の

とおり。 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ６ ７ 号   
平成２７年１月２７日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 
熊本市長  大 西 一 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 
熊本市北区兎谷三丁目２５０番１ 

  １，０８２．６８平方メートル 
２ 許可を受けた者の住所及び氏名 
  熊本市北区龍田一丁目２３番２６号 
  有限会社 スタイルネット 

代表取締役 日和田 正勝 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ７ ６ 号   
平成２７年１月２９日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 
熊本市長  大 西 一 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 
熊本市北区植木町岩野字苅折４４２番２ 

  ４８８．４５平方メートル 
２ 許可を受けた者の住所及び氏名 
  熊本市北区植木町 
  氏名 登載省略 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ７ ７ 号   
平成２７年１月２９日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 
熊本市長  大 西 一 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 
熊本市北区植木町岩野字苅折４４２番５ 
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４０３．２８平方メートル 
２ 許可を受けた者の住所及び氏名 
  熊本市北区植木町小野 
  氏名 登載省略  
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 公 告 第 ７ ８ 号   
平成２７年１月２９日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 
  熊本市長  大 西 一 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 
  熊本市北区清水新地二丁目６７７番１０、６７７番１１、６７７番１２  
   １，１８４．５７平方メートル 
２ 許可を受けた者の住所及び氏名 
  福岡県福岡市中央区高砂二丁目８番１号 
  セキスイハイム九州 株式会社 
   代表取締役 黒木 和清 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ７ ９ 号   
平成２７年１月２９日   

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、開発行為に関する工事が

完了したので、次のとおり公告する。 
熊本市長  大 西 一 史   

１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 
熊本市北区貢町字西ノ上８５２番１ 

  ４９９．３０平方メートル 
２ 許可を受けた者の住所及び氏名 
  熊本市西区島崎三丁目 
  氏名 登載省略 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

公 告 第 ８ ５ 号   
平成２７年１月３０日   

熊本市動植物園が発注する動物飼料の購入の契約に係る競争入札（見積）に参加する者の必要な資

格、その他について次のとおり定めたので公告する。 
熊本市長  大 西 一 史   

１ 登録できる者の資格 
  契約希望者として登録することができる者は、次の各号のいずれにも該当しない者とする。 

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当する者 
(2) 熊本市が締結する契約等からの暴力団等の排除措置要綱（平成１８年告示第１０５号）第３条

第１号に該当する者 
(3) 審査基準日（申請書を受理した日の属する月の初日をいう。）以前１年以上引き続き同種の営

業を営んでいない者 
(4) 営業に関し、法律上資格等を必要とする場合にあっては、それらの資格を有しない者 
(5) 市町村税ならびに消費税及び地方消費税の滞納があるもの 

２ その他の資格要件 
  前項に定めるもののほか、次に掲げる事項を動物飼料の購入の契約に係る競争入札（見積）に参
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加する資格審査の要件とする。 
(1) 直前２年間の決算における販売・製造実績 

 (2) 直前２年間の決算における経営状況 
 (3) 営業年数・従業員数及び生産設備の種類・規模 
３ 登録申請の受付時期 
  定期受付の場合 平成２７年２月１日（日）から平成２７年２月２８日（土）まで 
  随時受付の場合 平成２７年３月１日（日）から年末・年始（１２月２９日から１月３日まで） 
を除く毎日（ただし、月単位の受付とする。） 

  ※受付時間：９時から１６時まで 
４ 登録申請の受付場所 
 熊本市東区健軍５丁目１４番２号   熊本市動植物園管理事務所２階 総務班 

５ 申請書の提出方法 
 持参もしくは郵送 

  ただし、郵送による定期受付の場合は、平成２７年２月１日（日）から平成２７年２月２８日（土）

までの必着とする。 
６ 登録決定の通知 
 契約希望者には、資格決定通知書を発送するとともに、登録決定者は登録名簿に登載する。 

７ 登録資格の有効期間 
 定期受付 平成２７年４月１日から平成２９年３月３１日まで 

  随時受付 原則として、申請書を受理した月の翌々月の１日から平成２９年３月３１日まで 
８ 申請書の提出 
  競争入札（見積）参加資格審査申請書を熊本市動植物園において定める様式により、次に掲げる

書類を添えて提出すること。 
 ア 競争入札（見積）参加資格審査申請書 
    様式第１号 申請書                              １通 
    様式第２号 委任状（支店等で直接取引きする場合）             原本１通 
    様式第３号 参考事項                             １通 
    様式第４号 資格決定通知書                          １通 
イ 役員等名簿及び照会承諾書                          原本１通 
ウ 登記事項証明書                            原本又は写し１通 
エ 身元（身分）証明書（個人の場合）                      原本１通 
オ 印鑑証明書                                 原本１通 
カ 消費税納税証明書                          原本又は写し１通 
キ 市税滞納有無調査承諾書                                                    原本１通 

（本市に本・支店又は営業所を有しない場合は、市町村税を滞納していない証明書、又は納税 
証明書）                                   原本１通 

ク 個人住民税特別徴収実施確認書                          １通 
ケ 財務諸表（貸借対照表、損益計算書）                      各１通 
コ  相手方登録申請書（新規業者及び登録内容に変更のある業者のみ）          １通 
サ 様式第４号返信用封筒、８２円切手貼付                       １枚 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  東   区   

東 区 告 示 第 １ 号   
        平成２７年１月２８日   

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第８条、住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２
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９２号）第８条及び第１２条第１項の規定により、次の者の住民票を平成２７年１月２６日に職権に

より消除したので、同条第４項の規定により告示する。 
                    熊本市東区長  中 原 裕 治   

 以下、登載省略 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  西   区   

  西 区 告 示 第 １ 号   
        平成２７年１月２６日   

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第８条、住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２

９２号）第８条及び第１２条第１項の規定により、次の者の住民票を平成２７年１月１９日に職権に

より消除したので、同条第４項の規定により告示する。 
                 熊本市西区長  永 田 剛 毅   

 以下、登載省略 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

   西 区 告 示 第 ２ 号   
      平成２７年１月２９日   

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第８条、住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２

９２号）第８条及び第１２条第１項の規定により、次の者の住民票を平成２７年１月２６日に職権に

より消除したので、同条第４項の規定により告示する。 
              熊本市西区長  永 田 剛 毅   

 以下、登載省略 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 上 下 水 道 局  

上下水道局告示第４号   

平成２７年１月２２日   

熊本市排水設備指定工事店を新たに指定したので、熊本市下水道条例施行規程（平成２１年上下水

道局規程第３６号）第２２条第１号の規定により、次のとおり告示する。 

熊本市上下水道事業管理者  寺 田 勝 博   

指定番号 所在地・商号・代表者名 指定年月日 

第７２７号 

熊本市北区植木町岩野１５１７番地１ 

星野工業 

代表者 星野 洋一 

平成２７年１月１５日 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  病 院 局   

病 院 局 規 程 第 １ 号   
平成２７年１月３０日   

熊本市病院事業企業職員の特殊勤務手当に関する規程の一部を改正する規程を公布する。 
熊本市病院事業管理者  髙 田 明   

熊本市病院事業企業職員の特殊勤務手当に関する規程の一部を改正する規程 
熊本市病院事業企業職員の特殊勤務手当に関する規程（平成２１年病院局規程第１７号）の一部を次



平成 27 年 2 月 16 日       熊 本 市 公 報         第 1394 号 

- 48 - 

のように改正する。 
別表中７の項の次に次の１項を加える。 

８ 休日深夜等の緊急手

術等手当 
熊本市立熊本市民病院に勤務する職員

のうち管理者が定める職員が、休日深

夜等の管理者が定める時間帯に、管理

者が定める緊急を要する手術及び高度

な処置に直接従事したとき。 

勤務 1 回につき 

3,000円 

 
附 則 

この規程は、平成２７年２月１日から施行する。 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 教 育 委 員 会  

教 委 規 則 第 ２ 号   
平成２７年１月２７日   

熊本市公民館条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 
                                  熊本市教育委員会委員長  﨑 元 達 郎   

熊本市公民館条例施行規則の一部を改正する規則 
熊本市公民館条例施行規則（昭和２６年規則第２０号）の一部を次のように改正する。 
第５条の見出し中「開館時間」の次に「の範囲」を加え、同条第１項本文中「午前９時」を「午前

８時３０分」に改め、同項ただし書中「図書室については午前９時３０分から午後５時まで、児童室

については午前９時から午後５時まで、テニスコートについては午前９時から午後６時までとする。」

を「公民館の施設を使用できる時間は、別表に定めるとおりとする。」に改め、同条に次の１項を加

える。 
３ 公民館の陶芸室は、引き続き６日間（休館日を含む。）を越えて使用することはできない。た

だし、教育委員会が特に必要があると認めるときは、この限りでない。 
  附則の次に次の別表を加える。 
別表（第５条第１項関係） 

施設名 使用できる時間 
会議室、料理実習室、ホール 午前9時から午後10時まで 
図書室 午前9時30分から午後5時まで 
児童室 午前9時から午後5時まで 
テニスコート 午前9時から午後6時まで 
陶芸室 午前9 時から午後10 時まで（作品の存置のた

めに使用する場合は、翌日午前9時まで） 
 

附 則 
 この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

教 委 告 示 第 １ 号   

平成２７年１月１６日   

 熊本市教育委員会会議を次のとおり開催する。 

               熊本市教育委員会委員長  﨑 元 達 郎   

１ 日時 

平成２７年１月２０日（火） 午後２時から 
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２ 場所 

  マスミューチュアル生命ビル ７階 会議室 

３ 議事 

(1) 熊本市立高等学校等の職員の給与に関する条例の一部改正について 

(2) 熊本市立特別支援学校条例の制定について 

(3) 熊本市文化財保護委員会条例の一部改正について 

(4) 熊本市公民館条例施行規則の一部改正について 

(5) 熊本市社会教育委員の委嘱について 

４ 報告 

(1) 熊本市立高等学校における平成２７年度使用予定一般図書について 

(2) 平成２７年度全国学力・学習状況調査の実施について 

(3) 体罰調査結果について 

(4) 平成２６年第４回定例市議会報告について 

(5) 広報広聴関係について 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

教 委 告 示 第 ２ 号   

平成２７年１月２９日   

 熊本市教育委員会会議を次のとおり開催する。 

               熊本市教育委員会委員長  﨑 元 達 郎   

１ 日時 

平成２７年２月３日（火） 午後２時から 

２ 場所 

  マスミューチュアル生命ビル ７階 会議室 

３ 議事 

(1) 熊本市立小学校及び中学校通学区域の一部改正について 

(2) 熊本市野外教育施設運営協議会委員の委嘱について 

(3) 熊本市田原坂西南戦争資料館条例施行規則の制定について 

(4) 平成２６年度熊本市一般会計（教育費）並びに特別会計（奨学金貸付事業会計）２月補正予算

について 

(5) 平成２７年度熊本市一般会計（教育費）並びに特別会計（奨学金貸付事業会計）当初予算につ

いて 

(6) 熊本市附属機関設置条例の改正について 

(7) 国指定史跡池辺寺跡保存整備工事の変更請負契約について 

(8) 専決処分について 

４ 協議 

(1) 富合公民館図書室の熊本市立図書館分館への移行について 

５ 報告 

(1) 第１０回スクールミーティングの意見交換内容について 

(2) 平成２７年度熊本市立学校管理職採用選考試験の結果について 

(3) 広報広聴関係について 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  監   査   

監 委 公 告 第 １ 号   

    平成２７年１月１６日   

 監査結果に基づき、又は監査の結果を参考にして講じた改善策について、熊本市長等より通知があ
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ったので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により公表する。 

熊本市監査委員  田 尻 清 輝   

熊本市監査委員  竹 原 孝 昭   

熊本市監査委員  石 原 純 生   

熊本市監査委員  坂 本 邦 彦   

 

平成２２年度 一般・特別会計定期監査（財務）の結果に対する措置 

                   企画振興局 人権推進総室ふれあい文化センター 

指摘事項等 措置内容 措置日 

＜契約解除に伴う違約金について＞ 

 

熊本市ふれあい文化センター清掃

業務委託（契約期間：平成２１年４

月１日から平成２４年２月２９日ま

で）で、受託業者から経営悪化によ

る契約解除の申し出があり、平成２

２年４月３０日付けで契約解除に合

意しているが、契約書に規定する違

約金（履行期間の委託料総額の１０

分の１）を支払わせる必要があるに

もかかわらず、その請求処理が行わ

れていなかった。 

 

違約金調定し、請求書を送付し

た。請求相手から平成２３年１０

月に会社清算の登記手続き予定

の連絡があったが、現在のところ

清算はされていない状況である。

 その後も毎年度、督促状による

通知を行っており、平成２６年度

も４月２４日に請求書を家族へ

手渡した。違約金の支払いは、現

在のところ未納であるが、今後も

適切に請求処理を行い、違約金の

支払いを求めていく。 

平成２６年 

４月２４日 
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平成２５年度一般・特別会計定期監査（財務）の結果に対する措置 

                      健康福祉子ども局 感染症対策課 

指摘事項等 措置内容 措置日 

＜契約事務について＞ 

 

感染性産業廃棄物収集運搬業務

委託契約においては、予定価格が

消費税及び地方消費税を含め定め

られており、７業者による競争見

積りが行われた結果、予定価格と

同額を提示した業者を最低価格業

者として契約が締結されていた。

しかしながら、業者から提示され

た見積額は、消費税及び地方消費

税を含まないものとなっていた。 

また、契約業者選定に資する見

積額比較表が、消費税及び地方消

費税を含むか否かの区別なく、見

積書に記載された金額によって作

成されていた。 

 

契約書に消費税及び地方消費税

を含めた単価が規定され、互いに

記名押印し契約書が取り交わされ

ていることから、結果的には意思

表示の合致はなされているものと

も解されるが、契約事務の過程に

おいては、何ら意思表示の合致の

根拠を見出すことができない状態

である。 

 

今後は、消費税及び地方消費税

の取り扱いについて十分な注意を

払われるとともに、このような不

具合が生じないよう適切な契約事

務の執行に努められたい。 

 

今回の指摘事項である、最低価格業者

から出された見積書は、見積書の提出の

際の条件を税込としていたため、提出し

た業者及び職員が税込みの見積書と認

識していたが、実際に提出されたものが

税抜きの見積書であったため生じたも

のである。 

見積書の間違い以外に、職員・業者と

もに認識の違いがなかったため、通常の

随意契約の最低価格業者とし取扱い、見

積書の間違いに気づかなかったもの。 

 

今回の指摘の原因は、契約事務に関す

る職員の注意不足及び契約締結伺い決

裁時にライン職員のチェック機能が働

かなかったことが考えられるため、再発

を防ぐための措置として次の事項を実

施した。 

 

①職員の契約検査総室の契約事務研修

会への参加 

 

②契約事務に関する課内研修の実施 

 

③課内会議で、契約事務書類のライン職

員によるチェックの徹底を図った。 

 

平成２６年 

９月２日 
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平成２５年度一般・特別会計定期監査（財務）の結果に対する措置 

                      観光文化交流局 観光振興課 

指摘事項等 措置内容 措置日 

＜一般社団法人 熊本国際

観光コンベンション協会へ

の補助金交付事務について

＞ 

 

一般財団法人 熊本国際

観光コンベンション協会へ

の補助金交付事務について

は、平成２０年度の包括外

部監査の結果において、「市

と当協会との事業毎の負担

割合が決まっておらず、打

ち合わせで決定しているた

め、客観的に負担割合の妥

当性を判断できない。事業

毎の負担割合に関する規定

が必要である。」との指摘

がなされているが、現時点

まで、これに対する改善措

置がなされていない。 

    

協会が行う公益事業に対

し、公金である補助金を支

出する必要性や金額の妥当

性を明確化する観点から

も、補助金の交付基準等を

整備されたい。 

平成２６年度に交付する補助金から、他都市の

状況及び施策の性質等について十分検討した上

で、観光客誘致事業及びコンベンション誘致事業

に関する補助金要綱を制定し、補助対象事業に要

する経費の範囲内において当該年度における予

算の範囲内で市長が定める額とするなど、適正に

交付手続きを行うための改善を実施。 

 

平成２６年 

４月１日 
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平成２５年度一般・特会定期監査（工事）の結果に対する措置 

 都市建設局 西部土木センター河内分室     

西部土木センター富合地域整備室 

城南地域整備室   

指摘事項等 措置内容 措置日 

＜官民境界の明示について

＞ 

 

道路改良（道路拡幅）工

事の設計図面は、位置図・

平面図・横断図・縦断図・

標準断面図・構造図の構成

となっており、その標準断

面図には、側溝及び擁壁の

断面・寸法・法勾配・舗装

厚・車道及び歩道等の幅

員・道路の全幅員（官民境

界を含む）・道路中心線・

横断勾配等を明示しなけれ

ばならないが、官民境界の

明示はなかった。 

   

標準断面図の官民境界の

明示は、関係地権者等との

施工協議及び財産管理に係

る指標となることから、適

切に明示されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（西部土木センター河内分室） 

官民境界の明示については、平成２６年４月２

１日の工事契約依頼分より図面に明示するよ

うに改めた。 

 

 

 

（西部土木センター富合地域整備室） 

 富合地域整備室では、これまでも各図面中に

おける官民境界を明示していたが、指摘内容を

踏まえ、記載漏れによる非表示等が生じないよ

う、改めて年度当初である平成２６年４月１日

を以って室内周知を徹底し、同年５月３０日発

注の各課執行分指名競争入札工事より反映済。

 

 

（城南地域整備室） 

工事図面(標準断面図等)における、官民境界の

明示についての徹底がなされておらず、記入漏

れの案件が数件あった。 

 指摘の内容を踏まえ、今後このような事が生

じないよう、室内の職員へ速やかに周知徹底を

行い、再発防止に努めた。 

 早期発注案件に併せ、平成２６年２月１０日

より実施している。平成２６年３月５日契約依

頼分指名競争入札工事より反映させた。 

（西部土木セ

ンター河内分

室） 

平成２６年 

４月２１日 

 

 

（西部土木セ

ンター富合地

域整備室） 

平成２６年 

４月１日 

 

 

 

 

（城南地域整

備室） 

平成２６年 

２月１０日 
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平成２６年度一般・特会定期監査（工事）の結果に対する措置 

総務局  危機管理防災総室 

指摘事項等 措置内容 措置日 

＜指定仮設の施工について＞ 

 

・委託業務名 熊本市総合防災訓練施

設設置業務委託 

・履行期間   Ｈ２５.０４.１１～Ｈ

２５.０６.１０ 

 

本委託業務は、平成２５年度熊本市

総合防災訓練の実施に際し、仮設用足

場を組み上げた仮設塔の設置をはじ

め、訓練に使用する施設等の準備を行

うものである。 

仮設塔の組み立てに用いる足場につ

いては、墜落事故防止の必要から「手

すり先行工法に関するガイドラインに

ついて」（平成２１年４月２４日付け

基発第０４２４００１号厚生労働省労

働基準局長から都道府県労働局長あ

て）に基づき、手すり先行枠組み足場

を使用するよう仕様書において指定さ

れていた。しかしながら仮設塔の設置

状況を撮影した記録写真からは、枠組

み足場の使用は確認できたものの、手

すり先行枠組み足場の使用は確認でき

なかった。 

結果的に墜落事故は発生しなかった

ものの、仕様書で指定した仮設用足場

を使用しない場合には重大事故発生の

可能性があったことは否定できない。

指定仮設の施工については、設計図

書で指定されたとおり確実に履行する

よう指導を徹底されるとともに、業務

計画やその実施状況の確認など十分な

監理に努められたい。 

 

平成２６年度の「熊本市総合防災

訓練施設設置業務委託」は、監督職

員が現地立会し指定仮設の手すり先

行を確認している。 

 

 今後も事前に受託者へ指導し、現

地立会し指定仮設を確認する。 

平成２６年 

５月１２日 
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平成２６年度一般・特会定期監査（工事）の結果に対する措置 

                      財政局  管財課  

指摘事項等 措置内容 措置日 

＜設計金額の算定について＞ 

 

・委託業務名 熊本市庁舎昇降

機設備保守点検業務委託 

・履行期間  平成２６年４月

１日から平成２７年３月３１

日まで 

   

本委託業務は、本庁舎に設置

されたエレベーターなどの昇

降機設備を年間を通じて保守

点検を行うもので、常に利用者

の安全を確保するため毎年実

施している。 

 

平成２６年度の入札におい

て、過去の入札状況から同様に

落札が見込めるとの予測に基

づき、前年度までに引き続い

て、積算基準によって求めた昇

降機ごとの保守点検の労務費

を一定割合減額して設計して

いた。 

 

入札に係る案件の設計金額

は、委託業務の内容と積算基準

などに基づき、実勢価格を適切

に反映した標準的なものとし

て算定されるべきであり、使用

する積算基準の内容に沿って

適正な設計金額の算定を行う

とともに、必要な予算について

も確保するよう努められたい。 

 

今回の指摘を受け、適正な設計金額の算

定を行うよう、課内周知を実施した。 

 

平成２７年度保守点検業務委託の入札

に係る案件の設計金額は、委託業務の内容

と積算基準などに基づき算定を行った。 

平成２６年 

１０月８日 
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平成２６年度一般・特会定期監査（工事）の結果に対する措置 

                    観光文化交流局 動植物園 

指摘事項等 措置内容 措置日 

＜建設工事保険等の加入及び安全帯の

使用について＞ 

 

・工事名  動植物園メリーゴーランド

建替工事 

・工事期間 平成２５年１２月６日から

平成２６年３月１４日まで 

 

本工事は、経年劣化した既設メリーゴー

ランドを撤去し、建て替えを行うもので

ある。 

       

① 建設工事保険等の加入について 

設計図書において、建設工事保険等へ加

入するように明記されていたが、履行さ

れていなかった。 

 

熊本市公共工事請負契約約款第４８

条第１項において、「受注者は、工事目

的物及び工事材料等を設計図書に定め

るところにより火災保険、建設工事保険

その他の保険に付さなければならない」

と規定しており、発注者が必要に応じて

工事目的物等を火災保険等に付すべき

ことを設計図書に規定した場合には、受

注者はこれに従う義務を負うこととな

る。 

本工事の部材には可燃性のものも多

く、火災被害の危険性も高いことから、

設計図書に建設工事保険等への加入が

盛り込まれたものであり、工事監督員は

設計図書の内容を十分に把握し、受注者

が確実に履行するよう指導を行われた

い。 

 

 

 

 

 

 

 

① 建設工事保険等の加入について 

工事での監督員のチェックが不十分

であったので営繕課や設備課に問い合

わせ、動植物園としてのチェックシー

トを作成した。 

今後は、チェックシートを基に担当

者及びラインにて確実にチェックを行

っていく。 

また、受注者を呼び今後同じような

指摘事項が無いよう、法令に遵守し確

実に履行するように受注者に注意し指

導した。 

 

 

 

② 安全帯の使用について 

受注者を呼び、法令に基づく十分な

安全作業を実施するよう指導した。 

また、園においては、工事現場にお

ける安全会議の内容、対応策の定期的

な報告を受け、それに応じた巡回によ

る指導の徹底など、受注者と連携して

行っていくことを確認した。 

平成２６年 

８月１９日 
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指摘事項等 措置内容 措置日 

② 安全帯の使用について 

工場で製作した部材を現場で組み立

てる施工状況写真に、２メートルを超え

る高所で安全帯を使用していない作業

員が撮影されていた。 

労働安全衛生規則では、高さ２ｍ以上

の作業床の端で囲い等を設けることが

著しく困難な場合は、労働者に安全帯を

使用させる等の措置を講じなければな

らないと規定されている。 

本工事においては、結果的に墜落事故

は発生しなかったものの、安全帯を使用

していなかったことによる墜落事故発

生の可能性があったことは明白である。

 

施工に当たっては、法令を遵守し施工

されるよう指導を徹底されるとともに、

施工計画やその実施状況の確認など、十

分な監理に努められたい。 
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平成２５年度公営企業会計定期監査（財務）の結果に対する措置 
 交通局  総務課 

指摘事項等 措置内容 措置日 

＜会計伝票の作成について

＞ 

熊本市交通局会計規程

（以下「会計規程」という。）

によると、会計伝票（収入

伝票、支出伝票及び振替伝

票）については、業務に係

る取引の発生の都度証拠と

なる書類に基づき作成する

ものとされ、各伝票の発行

は、それぞれ収入簿、支出

簿及び振替簿をもってこれ

に代えることができると規

定されている。しかしなが

ら、企業会計システムの中

において各伝票は起票され

ているものの、各伝票の発

行並びに収入簿、支出簿及

び振替簿の発行がいずれも

なされておらず、結果とし

て会計伝票が未作成の状態

となっていた。 

会計伝票は、業務に係る

取引の記録であり、これを

会計期間で集計したものが

決算額となるなど企業経理

において重要なものであ

る。このようなことからも、

会計規程に則りいずれかを

発行し企業出納員の決裁を

受けるなど適正な処理を行

われたい。 

 

 

 

企業会計システムから収入簿、支出簿及び振

替簿を出力し、企業出納員である総務課長の決

裁を受けるよう改めた。 

 

 

平成２５年 

１１月２６日 
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平成２５年度公営企業会計定期監査（財務）の結果に対する措置 
 交通局  自動車課 

  

指摘事項等 措置内容 措置日 

＜契約事務の適正な執行に

ついて＞ 

熊本競輪場の臨時場外車

券売場設置期間中に来場す

るファン輸送用無料バス運

行業務委託については、臨

時場外車券売場設置の都度

その施行者と契約が締結さ

れている。この中で、契約

書を作成し契約を締結して

いるものにおいて、契約書

が保有されていない事例が

散見された。 

契約は、一般に民法の原

則によれば、相対立する複

数の意思表示の合致によっ

て成立するものであり、ま

た、その効力の発生につい

ては何らの要式行為を必要

とするものではないとされ

ている。また、地方自治法

においても契約書について

は、それを作成した場合の

契約確定について規定（同

第２３４条第５項）されて

いるだけで、契約書の作成

の義務については規定され

ていない。しかしながら、

双方の財務規則等に基づき

契約書を作成し、契約の締

結を証するため各自１通を

保有する旨規定しているの

であれば、これに則って適

正に契約書を保有された

い。 

 

 

熊本競輪場の臨時場外車券売場設置期間中に

来場するファン輸送用無料バス運行業務委託に

ついては、統括的な窓口となっている熊本市競輪

事務所を介して契約締結業務を行なっている。 

契約締結に係る業務を適正に処理するため、熊

本市競輪事務所との連携を密にするとともに、チ

ェック表を作成し、管理体制を強化した。 

平成２５年度に契約締結した契約書について

は、平成２６年７月３１日現在すべて保有してお

り、今後も適正な管理に努めていく。 

 

 

平成２６年 

７月３１日 
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平成２５年度財政援助団体等監査の結果に対する措置 
                            企画振興局  人権推進総室 

指摘事項等 措置内容 措置日 

＜予算の管理執行について＞ 

 

協議会の会計処理について

は、熊本市の会計処理に準じ

た取扱がなされていたが、次

のような事項が見受けられ

た。 

(1) 平成２３年度の人権啓発

市民協議会のホームペー

ジメンテナンス代につい

て、原契約の製作内容の

制作ページ数が予定から

増加したために、平成２

３年度の予算が不足し支

払いができず、その増加

分を別契約とし、追加料

金の支払い次期を平成２

４年９月として１６１,

７００円を支払っている

が、平成２４年度の予算

及び決算書を見ると、平

成２３年度からの繰越金

が６６８,１２９円あり、

支払い可能であった。 

(2) 予算差し引き簿におい

て、流用の明示がなく、

残額がマイナスになった

ままで予算の執行がされ

ていた。 

予算があり流用により支

払い可能なものについて

は当該年度で支払い、予

算差し引き簿により流

用・支出状況を的確に記

録するなど、適正な予算

管理及び執行がなされる

よう徹底されたい。 

 

監査の指摘を踏まえ課内研修を実施し、

費目ごとに予算管理し、必要な場合は予算

の流用を行い、適切な予算管理及び執行を

徹底した。 

平成２５年 

４月１日 
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平成２５年度財政援助団体等監査の結果に対する措置 
企画振興局  人権推進総室 

指摘事項等 措置内容 措置日 

＜旅費の支出について＞ 

 

企画運営委員会は、協議

会運営についての具体的

提案及び助言、啓発事業及

び交流・研修事業の企画立

案と支援、同事業に関する

調査研究等の事務を処理

することとされ、その事務

事業のひとつとして、平成

２５年２月２４日から同

月２７日にかけて、企画運

営委員会の委員及び事務

局職員が東日本大震災の

視察研修の旅行を行った。

当該旅行の際、支度金が前

渡金で旅費から支給され、

当該旅行から帰任後、前渡

金では不足した分の金額

が支度金不足分として再

度旅費から支給されてい

る。会計処理が熊本市の取

り扱いに準じてなされて

いるのであれば、支度金の

支出は妥当性を欠くため、

支出方法について見当の

上改善されたい。 

 

平成２５年５月２７日の当協議会の総会に

諮り会計規程を整備し、旅費については、熊本

市職員等の旅費支給に関する条例に準じて取

り扱うものとし、支度料の支給は行なえないよ

うにしている。 

平成２５年 

５月２７日 
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平成２５年度行政監査の結果に対する措置 

～テーマ： 図書館の管理運営及び利用状況について～ 

                       教育委員会事務局 熊本市立図書館 

指摘事項等 措置内容 措置日 

＜施設の活用について＞ 

 

 市立図書館の集会室の

横には、学習室、視聴覚資

料の保管スペース、ボラン

ティア室があり、視聴覚室

資料保管スペースの横に

ついても、一部が学習室と

して開放されている。 

これらは、隣接しており間

仕切りの状況から不都合

が見受けられる。 

プラザ図書館では、学習室

が専用スペースとして当

初から設置され、利用促進

の一環として積極的に開

放されており、ニーズが高

まっているものと思われ

る。 

 

集会室や学習室、ボランテ

ィア室、視聴覚資料保管ス

ペース等については、館内

施設の性質や、滞在性など

図書館の施設としての方

向性を踏まえ、図書館奉仕

に資する活動の推進にも

留意しながら、利用者ニー

ズにそった位置取りと運

用を行われたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 学習室については、利用者からの要望を受

け平成２３年９月に２４席を設置した。 

土、日、祝日は利用が多く、満席となること

もあり、ニーズは高まっており、平成２６年

４月に視聴覚資料を調整室に移動保管し学習

室のスペースを拡大し２４席を増設し４８席

とした。 

また、持ち込みパソコン用の電源を、６席用

意した。 

 

ボランティア室は、布絵本の製作やおはなし

会での読み聞かせ練習等に利用している。 

集会室は、郷土史、古文書研究会や学校図書

館司書部会等の勉強会等に利用している。 

いずれも、図書館奉仕に関する利用であり、

今回の学習室の拡充に伴い、読み聞かせの練

習など学習室に支障がある利用については、

集会室を利用するなど、各部屋の効果的利用

に留意している。 

 

平成２６年 

４月１日 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



平成 27 年 2 月 16 日       熊 本 市 公 報         第 1394 号 

- 63 - 

指摘事項等 措置内容 措置日 

２移動図書館について 

  

 移動図書館は、市立図書

館（城南分含む）と植木図

書館で実施されているが、

近年の状況では、ほぼ利用

が無いステーションが数

箇所みられた。 

 移動図書館は図書館ネ

ットワークの一部であり、

その必要性や意義を踏ま

えながら、その管轄を担う

べき中央館である市立図

書館が、地域の事情等を考

慮したうえで調整を図る

必要がある。 

「熊本市立図書館移動

図書館の運営に関する要

綱」に、一定の利用者が見

込まれることが設置用件

のひとつとなっており、

個々のステーションにつ

いて利用状況等を検証し

ながら見直しを行われた

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 市立図書館の移動図書館については、地域の

状況や要望等に対応し、巡回ステーションを設

置していたが、生活環境や住民構成の変化に伴

い、利用者が著しく減少しているステーション

があり、２箇所について廃止の見直しを行っ

た。 

今後とも、市立図書館、各分館の所管する移

動図書館のステーションについて、利用者の推

移、地域の状況変化や利用者ニーズ等を検証

し、効果的な配置に努める。 

平成２６年 

６月１日 
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監 委 公 告 第 ２ 号   
平成２７年１月１６日   

 包括外部監査結果に基づき、又は監査の結果を参考として講じた改善策について、熊本市長等より

通知があったので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の３８第６項の規定により公

表する。 
熊本市監査委員  田 尻 清 輝   
熊本市監査委員  竹 原 孝 昭   
熊本市監査委員  石 原 純 生   
熊本市監査委員  坂 本 邦 彦   

 
平成１４年度包括外部監査結果に対する措置 

～テーマ：交通事業の「財務に関する事務の執行」 
及び「経営に係る事業の管理」について～ 

 交通局 総務課 

指摘事項等 措置内容 措置日 

元線路用地（南高江）に

ついて、管理不十分であ

り、局用地であることを明

確（境界確定）にする必要

がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２２年度に当局管理地であることを明

確にするため、立て看板３基を設置した。 

また、平成２３年度には境界確定に向け、土

地家屋調査士に業務委託を行ったが、隣接地権

者との協議が不調となり、境界を確定すること

ができなかった。 

平成２５年度は、熊本地方法務局に筆界特定

の申請を行い、平成２６年３月に隣接地との境

界を確定させた。 

さらに、平成２６年度は、境界杭の設置を行

った。 

平成２６年 

１２月１９日 
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平成２０年度包括外部監査結果に対する措置 
～テーマ：補助金等に関する事務の執行について～ 

                      観光文化交流局  観光振興課 

指摘事項等 措置内容 措置日 

＜（財）熊本国際観光コン

ベンション協会（事業費）

＞ 

 

 熊本市と（財）熊本国際

観光コンベンション協会

との事業毎の負担割合が

決まっておらず、打ち合わ

せで決定している為、客観

的に負担割合の妥当性を

判断できない。事業毎の負

担割合に関する規定が必

要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２６年度に交付する補助金から、他都市の

状況及び施策の性質等について十分検討した上

で、観光客誘致事業及びコンベンション誘致事業

に関する補助金要綱を制定し、補助対象事業に要

する経費の範囲内において当該年度における予

算の範囲内で市長が定める額とするなど、適正に

交付手続きを行うための改善を実施。 

平成２６年 

４月１日 
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平成２１年度包括外部監査結果に対する措置 
～テーマ：公有財産・物品・基金の管理等に関する事務の執行について～ 

                      都市建設局  住宅課 

指摘事項等 措置内容 措置日 

＜山室団地における遊休地＞ 

 

 公営住宅建設用地として取得して

から２４年近くその取得目的を達成

できず、その後の利用目的も定まら

ない状態にある。 

 売却しようにも境界不確定の為、

できない状態である。２３年以上前

の事であるが、当該土地の取得自体

に問題があったと言わざるを得な

い。 

 取得の為に３億を超える資金が費

やされ、その後の起債償還資金、維

持管理経費等を考えると事は重大で

ある。 

 市有財産の管理としては現在も継

続している問題であり、今後の方針

を早期に決定すべきである。 

 昭和６１年及び昭和６３年頃の３

１２百万円を今日まで資金で運用し

ていたと仮定するならその逸失利益

は４２７百万円と計算された。 

 

 資産の有効活用のために、当初取

得から２３年以上経過しその取得目

的を逸した当該物件を所管する住宅

課がある都市建設局から管財課へ所

属替えをし、全庁的に利活用につい

て照会を行い検討し、今後の活用方

針を決定すべきである。 

 

 平成２２年９月に利活用について、

地元住民と意見交換会を行い、２３年

１０月には地元住民を対象に利活用に

向けたアンケート調査を行った。平成

２４年度に、利活用計画を検討した結

果、「調整池機能を持たせた広場」と

して整備することとした。 

平成２６年度より整備を開始した。

（２７年度までの２ヵ年で整備予定）

平成２６年 

１１月６日 
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平成２２年度包括外部監査結果に対する措置 
～テーマ：熊本市教育委員会及びその関連財団等の財務に関する事務の執行について～ 

                      観光文化交流局  スポーツ振興課 

指摘事項等 措置内容 措置日 

＜経理規程について＞ 

 

 社会教育振興事業団の経

理規程の内容を見ると現状

と乖離する規定が見受けら

れた。経理規程は、経理事

務に係る統制活動を明文化

したものであり、適正な財

務諸表を作成するための重

要な規程である。従って、

実態に合った適切な文言に

改訂する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

平成２６年度からの一般財団法人への移行

に合わせ法人として各種規定の見直しを実施。

経理規定に関し今回の指摘事項も含めて適切

な文言へ対応を行った。 

平成２６年 

４月１日 
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平成２３年度包括外部監査結果に対する措置 
～テーマ：熊本市病院事業の財務に関する事務の執行について～ 

                      病院局  経営企画課  

指摘事項等 措置内容 措置日 

 

 

医薬品・診療材料の管理体制について 

 

 

 

・たな卸資産について、熊本市病院局会

計規程に反する点が見られたので改善す

べきである。 

① 実情に応じた熊本市病院局会

計規程の改定を行い、診療材

料については、たな卸資産よ

り削除とした。 

 

② 貯蔵薬品のたな卸については

指摘のあった即時全品払出を

止め、必要に応じたな卸を行

うこととした。 

 

 

③ 薬品の実地たな卸について、

薬剤倉庫保管分は分類に応じ

毎月、または四半期毎に実施

しているが、病棟管理のもの

については病棟業務・薬剤課

人員体制の整備、または効率

的なたな卸手法の導入が必要

であり、院内協議を進め、導

入を図る予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 平成２３年 

９月措置済 

 

 

 

② 平成２６年 

３月措置済 

 

 

 

 

③ 未措置 
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平成２３年度包括外部監査結果に対する措置 
～テーマ：生活保護者に対する保留レセプトの管理にについて～ 

                      病院局  植木病院事務局 

指摘事項等 措置内容 措置日 

＜生活保護者に対する保留レセプトの

管理について＞ 

生活保護者に対する保留レセプトは３

４件で４１２４千円あった。 

 なお、生活保護者に対する保留レセ

プトの要因は以下のとおりである。 

 

Ａ．福祉事務所へ、意見書用紙の請求

なされていない。 

Ｂ．福祉事務所から送付してもらった

意見書に、ドクターがまだ記入して

いない。 

Ｃ．福祉事務所へ意見書を提出済みで

あるが、医療券が送付されてきてい

ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保留レセプトにおいて滞留状況

をデータ管理し、関係機関に対し

再度、生活保護者患者の外来・入

院状況のすり合わせ及び意見

書・医療券の発券依頼を行ないレ

セプト請求を完了した。 

 

 

平成２６年１０月 

措置済 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

保留理由 平成 21 年度 平成22年度 平成23年度 合計 

A 0 件 0 件 28 件 28

B 0 件 0 件 6 件 6

C 0 件 0 件 ０件 0

合計 0 件 0 件 34 件 34
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平成２５年度包括外部監査結果に対する措置 
～テーマ：行政組織の統制システムの整備運用状況について～ 

                      都市建設局  住宅課 

指摘事項等 措置内容 措置日 

課税管理課の収入申告情報が抽出で

きなかった事例 

 

 平成２４年度の所得状況は名義人

単身で８百万円を超えており、高額

所得者に該当する。高額所得者には

住宅明け渡し義務があり、本来であ

れば入居できないところ、そのよう

な状態を見逃していた点に問題があ

ると思われる。 

 この事案のような外国人の場合は

住宅課で課税番号を入手できない場

合があるため、必ず収入申告書の提

出を求め、収入無申告者には収入申

告の案内をする等、課税番号の把握

漏れがないように留意する必要があ

る。 

 また、世帯調査票によれば、現住

所が公営住宅システムに記載されて

いる住所と異なっていたうえ、シス

テム上は単身世帯で登録されている

が、世帯調査票には名義人以外に妻、

子２人があり、適切な申請がなされ

ていないことが判明した。 

 今後は、滞納者、収入申告書未提

出者等の不正を行っている可能性の

ある入居者については、訪問調査を

行うことが望ましいと思われる。 

 

指摘された事例については、本人

に連絡し退去を依頼し、平成２６年

３月３１日付で住宅の明け渡しを行

った。 

   

外国人等で住民個人番号と住民登

録外番号が複数ある者については、

課税情報の把握漏れが発生すること

がある。 

このため、今後は、課税管理課と

協議のうえ、公営住宅法第３４条に

基づき、住宅課職員による税情報の

閲覧・調査等を行い、適切な情報収

集に努めていく。 

また、収入申告未提出者について

は、これまでも、住宅管理センター

及び住宅課嘱託員による未提出者宅

を訪問を行っていたところである

が、今後、さらに回収及び提出指導

を強化していく。 

  

平成２６年 

４月１日 
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平成２５年度包括外部監査結果に対する措置 
～テーマ：行政組織の統制システムの整備運用状況について～ 

                      都市建設局  住宅課 

指摘事項等 措置内容 措置日 

契約者が転居後、妻子が住み続けていた事

例 

 

 平成××年に転居しているにも関わら

ず、住宅承継等の異動手続を行っておら

ず、妻を名義人とする契約がなされていな

い。熊本市では、名義人の退去後３０日以

内に入居の承継申請を行わなければなら

ないと定められているが、申請を行ってい

ない点に問題がある（公営住宅法第２７条

第６項、本市営住宅条例第１４条第２項）。

 滞納者、収入申告書未提出者等の不正を

行っている可能性のある入居者について

は、訪問調査を行うことが望ましいと思わ

れる。 

 さらに、妻子を含む収入状況や世帯状況

について平成２５年１２月末現在で調査

が終了しておらず、すべての事実を把握で

きていないが、住宅承継予定者の収入が多

額なため、住宅の承継ができない可能性が

ある。住宅の承継ができない場合は、不正

入居者を見逃していたという問題になる。

 熊本市では、住宅の承継に際して、承継

者が政令月収３１３,０００円超である場

合、承継を行うことができない（公営住宅

法第２７条第６項、同施行令第９条第１

項、同施行規則第１１条第１項第２号）。

平成２５年１２月末現在、住宅承継手続が

行われていないため、政令月収は不明であ

るが、承継不能者を入居させている可能性

があるため、早急に事態を把握する必要が

あると思われる。 

 

指摘された事例については、

住宅の不正使用のため明渡を

催告し、平成２６年６月１５日

付けで明け渡しを行った。 

 

現在、入居者の死亡や転居に

より住民票が異動された場合、

住民基本台帳と公営住宅管理

システムとの突合により住宅

課でも異動の把握ができるこ

とから、今後は、死亡者だけで

なく転居者についても住宅関

連の諸手続きを期限内に行う

よう、呼び出し面談や、現地訪

問により、指導を強化してい

く。    

また、指導に従わない不法入

居者については、提訴による明

け渡しをこれまで以上に強化

していく。  

平成２６年 

６月１５日 
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平成２５年度包括外部監査結果に対する措置 
～テーマ：行政組織の統制システムの整備運用状況について～ 

           北区役所 農業振興課 
南区役所 城南総合出張所 産業振興課           

都市建設局 土木総務課  

指摘事項等 措置内容 措置日 

＜日付の記載がない、若しくは日

付の数字が同一人物の筆跡で記載

された請求書、領収書について＞ 

 

 調査の過程で日付の記載がな

い、若しくは、日付の数字が同一

人物の筆跡で記載された請求書、

領収書を多く見受けられた。これ

は、後日、支出行為の調整のため

に日付を記載しない慣行に基づく

ものと思われる。民間では、取引

日は、会社の経営成績の測定や法

人税等の課税所得の計算に影響を

与えるため、日付の後記入は禁止

されている。 取引日は、会計記

録の立証性の観点からも重要であ

り、日付を記載しない慣行は禁止

すべきである。 

 

（北区役所 農業振興課） 

受注事業者に印刷若しくは手書きで日付を記

載させ、調書決済時に管理監督者が確認すること

とした。また、公金外現金の取扱いに関するコン

プライアンス推進室の研修等に管理監督者及び

公金外現金取扱者が必ず参加し、常に共通認識を

持って事務処理を行うとともに、朝礼等において

定期的に、課内全職員に現金取扱いへの注意喚起

を行っている。 

 

（城南総合出張所 産業振興課） 

見積書・納品書・請求書を受領するときは、既

に業者にて日付が記入してある書類を受領する

よう徹底した。 

また、日付については、管理監督者が確認する

することとし、管理監督者による事務取扱担当者

への研修を行った。 

なお、今回指摘があった取扱団体である「城南

町畜産振興協議会」については、平成２５年９月

２７日に公金外現金の取扱いを廃止している。 

 

 

（土木総務課） 

書類については業者の様式を使うこととし、ま

た日付については管理監督者による確認を行う

こととした。 

併せて、管理監督者による事務取扱担当者への

研修を実施し、適正な事務処理の確保を徹底する

こととした。 

（北区役所

農業振興課） 

平成２５年 

１０月２日 

 

 

 

 

 

 

（城南総合出

張所 産業振

興課） 

平成２６年 

４月１日 

 

 

 

 

 

 

 

（土木総務課）

平成２６年 

４月１日 
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平成２５年度包括外部監査結果に対する措置 
～テーマ：行政組織の統制システムの整備運用状況について～ 

                      企画振興局 区政推進課 

指摘事項等 措置内容 措置日 

 区政推進課では、セキュ

リティ対策要綱及びセキ

ュリティ対策要領のうち、

実施手順部分を情報セキ

ュリティポリシーが要求

する実施手順として認識

しており、「情報セキュリ

ティの実施手順として整

備」していると捉えた上

で、セキュリティ対策要綱

及びセキュリティ対策要

領とも複数回改正を実施

している。セキュリティ対

策要綱及びセキュリティ

対策要領は、情報セキュリ

ティ実施手順に要求され

ていることを網羅的に整

備するといった方針で策

定されているわけではな

いため、情報セキュリティ

実施手順の要求に応える

「熊本市住民基本台帳ネ

ットワークシステム等セ

キュリティ実施手順」を整

備する必要がある。 

「熊本市住民基本台帳ネットワークシステム

等セキュリティ実施手順」を平成２６年３月策定

した。 

平成２６年 

３月１８日 
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平成２５年度包括外部監査結果に対する措置 
～テーマ：行政組織の統制システムの整備運用状況について～ 

                      企画振興局 区政推進課 

指摘事項等 措置内容 措置日 

一部の検査項目を除き実

施はしているが、退庁記録

簿に記載していない。従っ

て、実施したかどうか事後

検証ができず、インシデン

トが発生した際の責任追跡

が不可能であり、原因究明

が困難となると考えられ

る。 

 退庁記録簿に確認項目の

実施状況のチェック欄を設

ける等、退庁記録簿の様式

を変更して、検査項目の確

認もれや記録漏れがないよ

うにする必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

監査の指摘を受け、「退庁記録簿」（見本）の

様式変更を行った。 

チェック方法については、その日ごとにチェッ

ク欄を設け確認を行った者がサインをするよう

にしている。 

平成２６年 

１０月２４日 
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平成２５年度包括外部監査結果に対する措置 
～テーマ：熊本市地方税における電子申告システムについて～ 

                      財政局 課税管理課  

指摘事項等 措置内容 措置日 

監査の対象とした課税管理課で

は、「熊本市地方税における電子申

告システム」（以下、「電子申告シ

ステム」という。）において、情報

セキュリティ実施手順を策定して

いる。実施手順を査閲した結果、下

記のような不備があった。 

 

（事例１）情報資産の管理手順 

情報資産をその重要性分類に従い

４つに区分することになるが、実施

手順上分類しておらず、分類の表を

作成していない。 

 

（事例２）不正アクセス対策  実

施手順上は個人ごとのパスワード

管理を前提とする記載となってい

る。しかし、実際は業務ごとのパス

ワードを設定し共有している。 

 

（事例３）教育訓練 緊急事態対応

訓練が規定されていない。 

 

電子申告システムについて、情報

セキュリティ実施手順の要求に応

える「実施手順書」を整備する必要

がある。 

 

包括外部監査の指摘を踏まえ、「熊

本市地方税における電子申告システム

情報セキュリティ実施手順」に情報資

産の管理手順、不正アクセス対策及び

教育訓練規定を追加した。  

平成２６年 

５月１３日 
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平成２５年度包括外部監査結果に対する措置 
～テーマ：熊本市地方税における電子申告システムについて～ 

                      財政局 納税課  

指摘事項等 措置内容 措置日 

「熊本市税のコンビニ収納業務シ

ステム」において、情報セキュリテ

ィ実施手順を策定している。実施手

順を査閲、内容を質問したところ、

下記のような不備があった。 

 

（事例１）情報資産の管理手順

情報資産をその重要性分類に従い４

つに区分することになるが、実施手

順上分類しておらず、分類の表を作

成していない。 

 

（事例３）教育訓練 緊急事態対応

訓練が規定されていない。 

 

コンビニ収納システムについて、

情報セキュリティ実施手順の要求に

応える「実施手順書」を整備する必

要がある。 

 

包括外部監査の指摘を踏まえ、「熊

本市税のコンビニ収納業務システム情

報セキュリティ実施手順」に情報資産

の管理手順及び教育訓練規定を追加し

た。 

平成２６年 

４月１日 
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平成２５年度包括外部監査結果に対する措置 
～テーマ：行政組織の統制システムの整備運用状況について～ 
                      健康福祉子ども局 国保年金課 

財政局 納税課 

指摘事項等 措置内容 措置日 

ＵＳＢメモリの管理簿を

査閲したところ、管理簿の

記載内容の不備が検出され

た。 

 不備事項については、管

理者等による管理簿のチェ

ックがなされていれば、す

ぐに把握される内容であ

り、実効性のあるチェック

が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

（国保年金課） 

管理簿に確認欄を設けて、毎月末にチェックを

行うように、管理簿の変更を行った。 

 

 

（納税課） 

指摘を受け、直ちに管理簿に漏れていた返却日

を記載するとともに、返却時にデータ消去及び

返却完了のチェックを行うこととした。 

（国保年金課） 

平成２６年 

４月１日 

 

（納税課） 

平成２６年 

４月１日 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



平成 27 年 2 月 16 日       熊 本 市 公 報         第 1394 号 

- 78 - 

平成２５年度包括外部監査結果に対する措置 
～テーマ：行政組織の統制システムの整備運用状況について～ 
                         企画振興局  情報政策課 

指摘事項等 措置内容 措置日 

高齢介護福祉課と情報政

策課との間の USB メモリー

の外部記憶装置としての常

時利用については、現場の

要望と統制部門の指示が対

立しており解決されていな

いため、結果として不適切

な状況が放置されている状

態である。双方向の情報に

おいては、一方的な伝達で

はなく、相互の情報の理解

に基づく解決が図られなけ

ればならない点に留意すべ

きである。 

 なお、USBメモリの利用に

ついては、内部記憶装置内

のデータを発生年度別にホ

ルダー化し、古いホルダー

を内部記憶装置の読み取り

専用の領域を確保する方法

が検討されているようであ

る。早期の対応が必要であ

る。 

高齢介護福祉課へは、ＵＳＢ等外部記憶媒体

の危険性やセキュリティ対策の重要性につい

て説明を行い、常時利用しないよう改善をして

いただいた。 

また、全庁的な運用の方法として、情報政策

課で提供している内部記憶装置内のデータ運

用の徹底と年度管理をすることでのデータ増

量を抑える手法の周知を掲示板等にて実施し

た。 

状況説明及び内部記憶装置の運用方法につ

いても掲示板等で周知し、不明な点があれば、

ヘルプデスクを含め情報政策課で対応を行う。

キャビネット（マニュアルの公開スペース）

を利用し、いつでもマニュアル等の確認ができ

るように対策をした。 

今後は、セキュリティ研修を行い、外部記憶

媒体での運用の危険性を教育し、不使用の徹底

を図る。 

平成２６年 

１０月１日 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 農 業 委 員 会  

農 委 公 告 第 １ 号   
平成２７年１月２０日   

熊本市農業委員会総会会議規則（平成２４年農委規則第１号）第２条により農業委員会総会を次の

とおり招集する。 
熊本市農業委員会会長  森 日 出 輝   

１ 日時  平成２７年１月２３日（金）午後３時 
２ 場所  熊本市役所１４階大ホール 
３ 議題   

第１号議案 熊本市農業委員会の選挙による委員の定数に関する条例の一部改正について 
第２号議案 平成２７年農業委員会委員選挙人名簿登載申請書の審査について 

４ その他   


